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改正 平成２７年７月３日告示第１７０号  

 

 振動規制法（昭和５１年法律第６４号。以下「法」という。）第３条第１項及び

第４条第１項並びに振動規制法施行規則（昭和５１年総理府令５８号。以下「規則」

という。）別表第１の付表第１号並びに別表第２の備考１及び２の規定に基づき、

振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認める地域、当

該地域内の特定工場等において発生する振動に係る時間及び区域の区分ごとの規

制基準、規則別表第１の付表第１号イからニまでに該当する区域、規則別表第２に

規定する第１種区域及び第２種区域並びに同表に規定する昼間及び夜間の時間を

月のように定め、平成２４年４月１日から適用する。 

 なお、関係図面は、環境部環境課の事務室において一般の縦覧に供する。  

 

１  振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認める地

域は、次に掲げる地域とする。  

 (1) 本市の地域のうち都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第

１号に規定する用途地域（同号に規定する工業専用地域（以下「工業専用地域」

という。）を除く。） 

 (2) 本市のうちみなみ町の全域及び旭が丘の一部の地域  

２  指定区域内の特定工場等において発生する振動に係る時間及び区域の区分ご

との規制基準は、次の表のとおりとする。ただし、学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

７条第１項に規定する保育所、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５

第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させ

るための施設を有するもの、図書館法（昭和２５年法律第１０８号）第２条第１

項に規定する図書館、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規

定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第７項に規定する

幼保連携型認定こども園（次項において「学校、病院等」という。）の敷地の周

辺おおむね５０メートルの区域内における規制基準は、当該各欄に定める当該値

から５デシベルを減じた値とする。  



時間の区分 

 

区域の区分 

昼間 夜間 

（午前８時から 

午後８時まで） 

（午後８時から 

翌日午前８時まで） 

第１種区域 ６０デシベル ５５デシベル 

第２種区域（Ａ） ６５デシベル ６０デシベル 

第２種区域（Ｂ） ７０デシベル ６５デシベル 

備考 

 １ デシベルとは、計量法（平成４年法律第５１号）別表第２に定める振動加速

度レベルの計量単位をいう。  

 ２ 騒音の測定は、計量法第７１条の条件に合格した振動レベル計を用い、鉛直

方向について行うものとする。この場合において、振動感覚補正回路は、鉛直

振動特性を用いることとする。  

 ３ 振動の測定方法は、次のとおりとする。 

  (1) 振動ピックアップの設置場所は、次のとおりとする。  

   ア 緩衝物がなく、かつ、十分踏み固め等の行われている堅い場所  

   イ 傾斜及びおうとつがない水平面を確保できる場所  

   ウ 温度、電気、磁気等の外囲条件の影響を受けない場所  

  (2) 暗振動の影響の補正は、次のとおりとする。  

    測定の対象とする振動に係る指示値と暗振動（当該測定場所において発生

する振動で当該測定の対象とする振動以外のものをいう。）の指示値の差が

１０デシベル未満の場合は、測定の対象とする振動に係る指示値から次の表

の上欄に掲げる指示値の差ごとに同表の下欄に掲げる補正値を減ずるもの

とする。 

指示値の差 補正値 

３デシベル ３デシベル 

４デシベル ２デシベル 

５デシベル 

６デシベル １デシベル 

７デシベル 

８デシベル 

９デシベル 

 



 ４ 振動レベルの決定は、次のとおりとする。  

  (1) 測定器の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。 

  (2) 測定器の指示値が周期的又は間欠的に変動する場合は、その変動ごとの指

示値の最大値の平均値とする。  

  (3) 測定器の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、５秒間隔、１００個

又はこれに準ずる間隔、個数の測定値の８０パーセントレンジの上端の数値

とする。 

 ５ 第１種区域とは、都市計画法第８条第１項第１号に規定する第１種低層住居

専用地域及び第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中

高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域及び準住居地域並びに前

項第２号から第４号までに掲げる地域をいい、第２種区域（Ａ）とは、同条第

１項第１号に規定する近隣商業地域、商業地域及び準工業地域をいい、第２種

区域（Ｂ）とは、同号に規定する工業地域をいう。  

 ６ その属する区域の区分が変更された際、現に設置されている特定工場等（設

置の工事が開始されているものを含む。以下同じ。）であって、変更後の区域

の区分に係る規制基準の値が変更前の区域の区分に係る規制基準の値未満と

なるものについては、前号の規定にかかわらず、当該変更の日から起算して１

年を経過する日までの間は、変更前の区域の区分の区域内に設置されているも

のとみなす。 

７ 工業専用地域であった地域が引き続いて指定地域（第２種区域（Ｂ）として

指定された地域を除く。）となった際、現に設置されている特定工場等につい

ては、第５号の規定にかかわらず、指定地域となった日から起算して１年を経

過する日までの間は、第２種区域（Ｂ）の区域内に設置されているものとみな

す。 

８ 一の地域が指定地域（第１種区域として指定された地域に限る。）となった

際、現に設置されている特定工場等（前号に規定する特定工場等を除く。）に

ついては、第５号の規定にかかわらず、指定地域となった日から起算して１年

を経過する日までの間は、第２種区域（Ａ）の区域内に設置されているものと

みなす。 

９  第６号から前号までに規定する特定工場等のうち法第８条第１項の規定に

よる届出がされたものであって、それぞれ第６号の当該変更の日又は第７号若

しくは前号の指定地域となった日から起算して１年を経過する日までの間に

当該届出に係る工事が完了したものについては、第６号から前号の規定は、当



該工事が完了した日以後は、適用しない。  

３ 規則別表第１の付表第１号イからニまでに該当する区域は、前項に規定する第

１種区域及び第２種区域（Ａ）の全域並びに同項に規定する第２種区域（Ｂ）の

区域内に所在する学校、病院等の敷地の周囲おおむね８０メートルの区域内とす

る。 

４ 規則別表第２に規定する第１種区域は、２の項に規定する第１種区域とし、同

表に規定する第２種区域は、同項に規定する第２種区域（Ａ）及び第２種区域（Ｂ）

とする。 

５ 規則別表第２に規定する昼間の時間は、午前７時から午後８時までとし、同表

に規定する夜間の時間は、午後８時から翌日の午前７時までとする。  


